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監 査 委 員

17年監査公表第４号

平成15年度に執行した監査の結果に基づき講じた措置

について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条

第12項の規定により、京都府知事、京都府教育委員会教

育長及び京都府警察本部長から通知があったので、次の

とおり公表する。

平成17年４月12日

京都府監査委員 林 田 洋

同 明 田 功

同 道 林 邦 彦

同 村 山 佳 也

１ 定期監査
�１ 指摘事項

ア 未収金の整理について（総務部）

（監査の結果）

向日町競輪場における売店使用料及び光熱水費

等雑入の未収金が前年度に比べて著しく増加して

いた事例が認められた、未収金の整理について、

更に一層の努力を要するもの

（措置の内容）

向日町競輪場の売店使用料等の未収金について

は、新たに発生しないよう、訪問指導等を行った。

また、滞納者に対して、分割納付を内容とする

「納入確約書」を徴取するとともに、日常的な訪

問活動を強化し、未収金額の削減を図った。

イ 診療報酬の算定について（保健福祉部）

（監査の結果）

救急医療に係る診療報酬の算定において、入院

基本料に救急医療の点数加算が行われていなかっ

た事例が多数認められた、診療報酬の算定の適正

な事務処理について、改善を要するもの

（措置の内容）

当該加算の内容について、各医師及び医事関係

職員に周知徹底を図るとともに、加算対象者の処

理伝票に該当項目の記載をし、レセプト記入担当

者の入力漏れが生じないように徹底した。

診療報酬請求について、再度総点検を行うとと

もに、このような請求漏れを防止するため、平成

15年５月から医事委託業者とも協働し、チェック

体制を強化した。

ウ 補助金の交付について（企画理事）

（監査の結果）

市町村自治振興補助金の交付決定において、補

助対象月数を誤って算入していた事例が認められ

た、補助金の交付の適正な事務処理について、改

善を要するもの

（措置の内容）

誤って交付した補助金については、平成15年12

月に返還させた。

補助金額の算定に当たっては、事業内容につい

て十分に検証するとともに、平成15年９月から複

数人によるチェック体制を強化し、補助金交付要

綱に基づき適正な事務処理を行うよう徹底した。

エ 諸手当の支給について
�ア 通勤手当の支給について（企画理事、総務部、

保健福祉部、土木建築部、教育委員会）

（監査の結果）

交通用具使用者の通勤手当月額の決定におい

て、手当算出の基礎となる通勤距離を誤って認

定していた事例が認められた、通勤手当の支給

の適正な事務処理について、改善を要するもの

（措置の内容）

過大支給分については、全額返納させた。通
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勤手当の認定に当たっては、申請のあった通勤

距離・通勤経路が最も経済的かつ合理的である

か等一層の精査を図るなど、適正な事務処理を

行うよう徹底した。

（監査の結果）

月の初日から末日まで病気休暇で一日も出勤

していないにもかかわらず、通勤手当が支給さ

れていた事例が認められた、通勤手当の支給の

適正な事務処理について、改善を要するもの

（措置の内容）

過大支給分については、平成15年10月に返納

させた。通勤手当の支給事務に当たっては、平

成15年10月から複数体制によるチェック体制の

強化を図るとともに、職員の勤務状況、通勤実

態等を常に把握するよう徹底した。
�イ 特殊勤務手当等の支給について（総務部）

（監査の結果）

府税事務に従事する職員の特殊勤務手当（月

額）の支給において、病気休暇で当該業務に従

事していないにもかかわらず、手当が支給され

ていた事例が認められた、特殊勤務手当の支給

の適正な事務処理について、改善を要するもの

（措置の内容）

誤って支給されていた特殊勤務手当について

は、平成15年10月に返納させた。特殊勤務手当

の支給事務に当たっては、平成15年10月から複

数体制によるチェック体制の強化を図るととも

に、制度の趣旨を踏まえて、職員の勤務状況等

の現況を常に把握するなど、適正な事務処理を

行うよう徹底した。
�ウ 勤勉手当の支給について（企画理事、総務部）

（監査の結果）

職員が病気休暇により勤務しなかった日数が

30日を超えているにもかかわらず、勤務期間別

支給割合を100として計算した事例が認められ

た、勤勉手当の支給の適正な事務処理について、

改善を要するもの

（措置の内容）

過大に支給された勤勉手当については、全額

返納させた。手当の支給事務に当たっては、関

係帳簿との照合等チェック体制を確立し、条例、

規則に基づき適正な事務処理を図るよう徹底し

た。

オ 資金前渡金の精算について（警察本部）

（監査の結果）

警察本部及び各警察署に係る報償費の資金前渡

金精算を毎月処理すべきところ、年度末に一括処

理されていた事例が認められた、資金前渡金の精

算の適正な事務処理について、改善を要するもの

（措置の内容）

平成16年度から、資金前渡金の精算を毎月処理

することとし、資金前渡金の精算事務の改善を図

った。

カ 現金の保管について（総務部）

（監査の結果）

収納した日に指定金融機関へ払い込むことがで

きなかった現金について、所属長の保管承認手続

きを行わずに金庫に保管されていた事例が認めら

れた、現金の保管の適正な事務処理について、改

善を要するもの

（措置の内容）

収納した日に指定金融機関へ払い込むことがで

きなかった現金については、「現金保管承認簿」

により所属長の保管承認を受けて現金を保管する

こととし、職員に対しては、現金の適正な事務処

理を図るよう周知徹底した。

キ 課税事務について（企画理事、総務部）

（監査の結果）

個人事業税の賦課決定において、青色申告特別

控除額及び課税対象となる収入金額を誤った事例

が認められた、課税の適正な事務処理について、

改善を要するもの

（措置の内容）

平成15年10月に過大税額分について減額調定を

行うとともに、所得税確定申告書の精査を職員に

周知徹底し、平成15年10月から適正な事務処理に

向けて複数チェック体制の強化を図った。

（監査の結果）

個人事業税の賦課決定において、課税対象とな

る収入金額を誤った事例が認められた、課税の適

正な事務処理について、改善を要するもの

（措置の内容）

平成15年10月に過小税額分について増額調定を

行うとともに、所得税確定申告書の精査を職員に

周知徹底し、平成15年10月から適正な事務処理に

向けて複数チェック体制の強化を図った。

（監査の結果）

不動産取得税の賦課決定において、非木造家屋

評価額の計算を誤った事例が認められた、課税の

適正な事務処理について、改善を要するもの

（措置の内容）

平成16年３月に正確な家屋評価事務に万全を期

すよう職員に周知徹底するとともに、複数体制で

評価調書を精査すること等、適正な事務処理に向

けてチェック体制の強化を図った。

（監査の結果）

不動産取得税の賦課決定において、住宅用土地

の取得に対する軽減税額の計算を誤った事例が認

められた、課税の適正な事務処理について、改善

を要するもの

（措置の内容）

平成16年２月に過大税額分について還付を行う

とともに、減額計算の精査を職員に周知徹底し、

適正な事務処理に向けてチェック体制の強化を図

った。

（監査の結果）



3

京 都 府 公 報 号外 第18号 平成17年４月12日 火曜日

法人二税において、重加算金の計算を誤った事

例が認められた、課税の適正な事務処理について、

改善を要するもの

（措置の内容）

平成16年２月及び３月に加算金の計算方法、取

扱等を職員に周知徹底するとともに、複数体制で

加算金対象所得等を精査すること等、適正な事務

処理に向けてチェック体制の強化を図った。
�２ 注意事項

ア 収入の事務処理について（保健福祉部、土木建

築部）

（監査の結果）

診療報酬の請求に際し、20歳未満の通院精神療

法患者に対する加算漏れがあったため、請求金額

が過小となっていた事例が認められた、適正な事

務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

当該加算の対象患者については、受付時（新規

患者）又は事前（既存患者）にカルテ及び医事電

算に未成年者か否か等を表示し、会計入力時に加

算漏れが生じないよう、平成15年６月から事務処

理体制の整備を図った。

診療報酬請求に当たって、これまでから医師及

び医事委託業者に二重、三重のレセプト点検を行

い、請求漏れの防止に努めているところであるが、

適正な事務処理を行うよう、平成15年６月に医師

及び医事委託業者に徹底を図った。

（監査の結果）

道路占用料を徴収できないものを誤って徴収し

たため、占用料が過大となっていた事例が認めら

れた、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

誤って徴収した占用料を申請者あて返還すると

ともに、条例、規則等に基づき適正な事務処理を

行うよう、平成15年12月に職員に徹底した。

イ 支出負担行為の協議について（企画理事、総務

部、企画環境部、保健福祉部、農林水産部、土木

建築部、企業局、警察本部）

（監査の結果）

備品の購入、委託契約等の締結などにおいて、

支出負担行為の協議が行われていない事例が認め

られた、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

出納員への事前協議の必要性・重要性につい

て、職員に徹底するなど、適正な事務手続きに向

けてのチェック体制の強化を図った。

（監査の結果）

備品購入の支出負担行為協議に際し支出予定金

額の算出根拠が漏れていた事例や委託単価契約の

算出根拠が誤っていた事例が認められた、適正な

事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

支出予定額の決定にあたっては、算出基礎・算

出根拠を明確にするとともに算出根拠を綿密に点

検し、相互チェック機能の強化及び適正な会計処

理に努めるよう職員に徹底した。

（監査の結果）

委託変更契約（増額）締結の支出負担行為の協

議に際し、増額理由を誤り、かつ、変更内容が把

握できる書類が添付されていなかった事例が認め

られた、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

支出負担行為の協議においては、その内容を把

握できる書類を添付し、複数によるチェック体制

の強化を図るとともに、適正な事務処理を行うよ

う、平成15年７月に職員に徹底した。

ウ 旅費の支給について（総務部、府民労働部、商

工部）

（監査の結果）

旅費の精算において、支給が大幅に遅延してい

た事例が認められた、適正な事務処理に留意を要

するもの

（措置の内容）

精算旅費の支給に当たっては、事務担当者が相

互にチェックを行うなど、適正な事務処理を行い、

支給遅延が生じないよう職員に徹底した。

エ 補助金の交付について（企画理事）

（監査の結果）

市町村自治振興補助金において、交付申請及び

実績報告書と現場の出来高が相違したまま補助金

の額の確定事務を行っていた事例が認められた、

適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

直ちに交付申請及び実績報告書の再提出を求

め、書類内容を精査した。結果として、補助金の

額の確定事務に変更を要するものではなかった

が、補助事業者に対して指導を行うとともに、平

成15年12月に適正な事務処理を図るよう職員に徹

底した。

オ 通勤手当の支給について（企画理事、総務部、

企画環境部、府民労働部、保健福祉部、農林水産

部）

（監査の結果）

運賃等相当額を誤って認定したため、過大に支

給されていた事例が認められた、適正な事務処理

に留意を要するもの

（措置の内容）

過大支給分については、全額返納させた。運賃

等相当額の認定に当たっては、事実確認を正確に

行うとともに、複数体制によるチェックを行うな

ど、適正な事務処理を図るよう職員に徹底した。

（監査の結果）

手当算出の基礎となる通勤距離を誤って認定し

たため、過大に支給されていた事例や通勤距離の

認定に統一的な取扱がなされていない事例が認め

られた、適正な事務処理に留意を要するもの
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（措置の内容）

過大支給分については、全額返納させた。通勤

手当の認定にあたっては、申請確認を適正に行う

よう徹底するとともに、通勤距離の計測方法につ

いても統一的に取り扱うよう徹底した。

（監査の結果）

月の初日から末日まで病気休暇で一日も出勤し

ていないにもかかわらず、通勤手当が支給されて

いた事例が認められた、適正な事務処理に留意を

要するもの

（措置の内容）

過大支給分については、平成15年８月に返納さ

せた。

諸手当の支給事務に当たっては、認定事務を含

めて職員の勤務状況、通勤実態、個々の現況を常

に把握することが重要であることを再認識し、適

正な事務処理に努めるよう徹底した。

カ 特殊勤務手当の支給について（企画理事、総務

部、保健福祉部、土木建築部、企業局）

（監査の結果）

日額の特殊勤務手当の支給において、病気休暇

等で当該業務に従事していないにもかかわらず、

支給されていた事例が認められた、適正な事務処

理に留意を要するもの

（措置の内容）

誤って支給されていた特殊勤務手当について

は、全額返納させるとともに、複数によるチェッ

ク体制を確立し、制度の趣旨を踏まえて適正な事

務処理を徹底した。

（監査の結果）

府税事務に従事する職員の特殊勤務手当等（月

額）の支給において、日割計算を誤ったため、過

大に支給されていた事例が認められた、適正な事

務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

誤って支給されていた特殊勤務手当について

は、速やかに返納させるとともに、特殊勤務手当

の支給にあたっては、業務従事の確認を行うなど

適正な事務処理に努めるよう職員に徹底した。

キ 時間外勤務手当の支給について（企画理事、知

事直轄組織、総務部、土木建築部、教育委員会）

（監査の結果）

時間外勤務手当の支給基礎となる勤務時間数、

支給割合を誤り、過小に支給していた事例や、週

休日の振替が同一週に行われていない場合の手当

（25／100）が支給されていない事例が認められ

た、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

正確な時間外・休日勤務命令書を作成するよう

徹底するとともに、算定された勤務時間数、支給

割合に誤りがないか相互確認を徹底した。また、

週休日の振替方法について周知徹底するととも

に、時間外勤務手当の支給に係る複数職員による

チェック体制の強化を図った。

ク 予定価格調書の作成について（知事直轄組織、

総務部、農林水産部）

（監査の結果）

随意契約で必要な予定価格調書の作成が行われ

ていない事例が認められた、適正な事務処理に留

意を要するもの

（措置の内容）

関係法令・規則等を十分確認するとともに、適

正な事務処理を行うよう平成15年５月に担当職員

に徹底した。

（監査の結果）

支出負担行為協議額を上回った予定価格調書が

作成されていた事例や予定価格調書の金額に消費

税が含まれているか否かが不明確な事例が認めら

れた、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

予定価格調書については、会計規則等に基づき、

適正に作成するよう担当職員等に対し指導を徹底

するとともに、相互チェック体制の強化を図った。

ケ 入札の事務処理について（土木建築部）

（監査の結果）

指名競争入札において、最低制限価格未満の入

札書であるにもかかわらず、入札金額を見誤った

ため、失格としていない事例が認められた、適正

な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

入札事務執行について、平成16年６月の工事経

理総括担当者会議で職員に周知を図るなど、適正

な事務処理を行うよう徹底した。

コ 契約の事務処理について（企画環境部、保健福

祉部、土木建築部、警察本部）

（監査の結果）

浄化槽維持管理委託契約書に記載されている金

額に消費税が漏れていた事例が認められた、適正

な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

契約の重要性について職員に徹底するなど、平

成15年４月から適正な事務処理に向けてチェック

体制の強化を図った。

（監査の結果）

委託契約の業務仕様書に基づく業務内容が一部

実施されていない事例や委託契約（業務委託）で

購入された備品の所有権帰属が明確となっていな

い事例が認められた、適正な事務処理に留意を要

するもの

（措置の内容）

委託契約の業務仕様書に基づく業務内容につい

ては十分確認の上、適正な委託業務の履行を徹底

した。

また、備品購入が見込まれる委託契約において

は、契約書に備品の帰属を明記するよう職員に周

知するとともに、適正な事務処理を図るよう徹底
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した。

サ 物品の管理について（総務部）

（監査の結果）

物品（切手及びハガキ）の帳簿現在高と現物が

符号していない事例が認められた、適正な事務処

理に留意を要するもの

（措置の内容）

物品（切手及びハガキ）の受払状況について、

物品出納整理簿に正確に記載し、適正に管理する

よう各所属長に注意喚起を徹底した。

シ 現金帳簿の管理について（府民労働部）

（監査の結果）

使用料収入に係る現金保管承認簿と現金出納簿

の記載を誤っていた事例が認められた、適正な事

務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

現金保管承認簿と現金出納簿の確実な記載を徹

底するとともに、平成16年３月に総務課会議を開

催し、適正な事務処理に向けてチェック体制の強

化を図った。

ス 課税について（企画理事）

（監査の結果）

個人事業税の賦課決定において、収入金額や事

業所得金額を誤ったため、税額が過大又は不足し

ていた事例が認められた、適正な課税について留

意を要するもの

（措置の内容）

平成16年２月に所得税確定申告書を精査の上、

課税の適否を確認するよう職員に周知徹底すると

ともに、平成16年２月から適正な課税に向けて複

数チェック体制の強化を図った。

（監査の結果）

不動産取得税の賦課決定において、住宅用土地

の取得に対する軽減税額の計算を誤ったため、税

額が過大又は不足していた事例が認められた、適

正な課税について留意を要するもの

（措置の内容）

平成15年12月に減額計算の精査について職員に

周知徹底するとともに、適正な課税に向けて複数

チェック体制の強化を図った。

（監査の結果）

不動産取得税の賦課決定において、免税点の適

用及び計算を誤ったため、税額が過大となってい

た事例が認められた、適正な課税について留意を

要するもの

（措置の内容）

平成15年12月に免税点の適用について精査する

ことを職員に周知徹底するとともに、複数体制で

課税標準額の計算を精査すること等、適正な課税

に向けてチェック体制の強化を図った。

（監査の結果）

法人二税において、重加算金の計算を誤ったた

め、加算金が過大又は不足していた事例が認めら

れた、適正な課税について留意を要するもの

（措置の内容）

過大分については平成15年10月に、不足分につ

いては平成16年２月に加算金計算の精査について

職員に周知徹底するとともに、適正な課税に向け

て複数チェック体制の強化を図った。

セ 工事について
�ア 府営工事について（総務部、土木建築部、企

業局、警察本部）

（監査の結果）

道路工事の積算において、過小積算となって

いた事例が認められた、適正な事務処理に留意

を要するもの

（措置の内容）

設計・検算における点検及び検算体制の強化

について、平成16年６月の技術課長会議等で周

知徹底を図るなど適正な事務処理に向けてチェ

ック体制の強化を図った。

（監査の結果）

建設廃棄物及び残土の運搬・処分費の積算に

おいて、過大積算となっていた事例が認められ

た、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

建設廃棄物及び残土の運搬・処分費の積算に

ついては、処分費、運搬費等総合的に経済比較

を行うよう、平成15年８月に職員に周知徹底す

るとともに、適正な事務処理に向けてチェック

体制の強化を図った。

（監査の結果）

仮設進入路整備等の積算において、過小積算

となっていた事例が認められた、適正な事務処

理に留意を要するもの

（措置の内容）

設計・検算における点検及び検算体制の強化

について、平成16年６月の技術課長会議等で周

知徹底を図るなど適正な事務処理に向けてチェ

ック体制の強化を図った。

（監査の結果）

バックホウの規格を誤ったため、過大積算と

なっていた事例が認められた、適正な事務処理

に留意を要するもの

（措置の内容）

現場条件を十分把握し、正確な設計・積算に

努めるよう平成16年６月の技術課長会議等で周

知徹底を図るなど適正な事務処理に向けてチェ

ック体制の強化を図った。

（監査の結果）

建物移転補償において、過小積算となってい

た事例が認められた、適正な事務処理に留意を

要するもの

（措置の内容）

建物移転補償については、正確な積算に努め

るよう平成16年６月の用地課長会議等で周知徹
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底を図るなど適正な事務処理に向けてチェック

体制の強化を図った。

（監査の結果）

外壁塗り替え工事の仮設足場工において、過

大積算となっていた事例が認められた、適正な

事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

工事の設計積算においては、発注時期及び工

事完了時期等を踏まえて積算内容を記載し、精

査に十分留意するよう、平成16年１月に職員に

徹底した。

（監査の結果）

地盤改良材の数量誤り等のため、過大積算と

なっていた事例が認められた、適正な事務処理

に留意を要するもの

（措置の内容）

設計の積算業務に携わる担当者会議を平成15

年６月～７月に開催し、土木工事積算システム

の再研修、設計基準の点検、設計・検算審査体

制の確立について徹底し再発防止を図った。

（監査の結果）

護岸工事等において、設計図書と出来形とが

相違していた事例が認められた、適正な事務処

理に留意を要するもの

（措置の内容）

工事の適正な施工を確保するために、複数職

員によるチェックシートの活用などの方法を取

り入れたほか、請負業者への指示は文書等によ

り明確に行うよう徹底した。また、適正な施工

管理を行うよう検査担当者会議等で徹底すると

ともに、業者への指導を行った。

（監査の結果）

附帯工事で町道橋の架け替えを施工したにも

かかわらず、橋の管理者へ引継がなされていな

い事例が認められた、適正な事務処理に留意を

要するもの

（措置の内容）

橋の管理者への引継については、平成15年11

月に引継を行うとともに、附帯工事の完了後は、

速やかに管理者へ引継ぐよう平成16年６月の技

術課長会議等で周知徹底した。

（監査の結果）

請負業者から提出される変更時等の工事カル

テの登録内容に不備が多数あった事例が認めら

れた、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

工事カルテの適切な取扱いについて、業者指

導の徹底を図るよう平成16年２月に文書通知を

行うとともに、平成16年２月の工事成績評定改

正において、施工プロセスを評価の対象とし、

工事カルテの適切な登録をチェック項目に含め

た。

（監査の結果）

松杭打ち込み工において、機械の用途外使用

をしていた事例が認められた、適正な事務処理

に留意を要するもの

（措置の内容）

工事施工における法令の遵守及び安全の確保

等について、業者指導の徹底を図るよう平成16

年６月の技術課長会議等で職員への指導を行う

とともに、各土木事務所管内業者研修で指導を

行った。
�イ 補助事業について（企画理事）

（監査の結果）

工事内容に変更が生じているにもかかわら

ず、変更手続をせずに精算設計書で処理してい

た事例が認められた、補助団体に対する指導等

に一層留意する必要があるもの

（措置の内容）

平成16年２月に適正な工事施工を行うよう、

補助団体に対し指導するとともに、適正な審

査・指導を行うよう職員に徹底した。

（監査の結果）

建物新築工事において、一部にヘアクラック

が生じ、また、多数のクラック補修跡があった

事例が認められた、補助団体に対する指導等に

一層留意する必要があるもの

（措置の内容）

工事の施工について、より一層適切な施工を

行うよう補助団体に対し指導した。なお、クラ

ックについては平成15年12月に補修を完了し

た。

ソ その他（保健福祉部）

（監査の結果）

長期にわたって押印していない出勤簿が多数あ

った事例が認められた、服務規律の管理に留意を

要するもの

（措置の内容）

平成16年５月の管理職会議及び課長会議におい

て、地方機関処務規程に基づき出勤簿の押印を徹

底するとともに、出勤簿の押印状況についてチェ

ック体制を強化し、押印漏れが生じないように徹

底した。
�３ 要望事項

ア 事業の管理について
�ア 府営向日町競輪について（総務部）

（監査の結果）

これまでの開催経費等の節減への取組に加

え、平成16年度からはより抜本的な経営改善計

画が進められようとしているが、逐次その効果

も見極めながら、将来とも府財政への寄与とい

う収益事業としての本来の目的を果たしうるも

のか検証の上、事業の存続についての検討が続

けられるべきであるもの

（措置の内容）

競輪事業については、平成15年度にふるさと



7

京 都 府 公 報 号外 第18号 平成17年４月12日 火曜日

ダービーを開催して６年ぶりに黒字を計上し、

4.3億円の収益をあげた。

平成16年度は収入確保のために、引き続き全

国に市場を求める委託場外発売を行っていると

ころであるが、年度内で最も格上のレースであ

る平安賞において過去最大の64億円を売り上げ

ることができ、これまでの委託場外発売の拡大

努力が実ったものと考えている。また、他場の

車券を当場で発売する受託場外発売についても

大幅に増加しており、平成16年度の受託日数は

これまでで最大となる190日を予定するなど、

収入の確保に全力で取り組んでいる。

一方、経費の削減については、平成16年度か

ら従事員賃金を一律9,000円に削減し、離職餞

別金制度の見直しを図ったほか、各種委託料を

削減し、法定交付金・選手賞金の関係団体への

削減要望を行うなど、あらゆる方面の経費削減

に取り組んでいる。

競輪事業は、財政貢献という本来目的以外に

も、地元に雇用の場を提供するという役割を担

っていることから、これらの目的や役割を念頭

におき、今後の収支状況を慎重に見極めて、存

続について十分な検討を行うこととする。
�イ 病院経営について（総務部、保健福祉部）

ａ 府立医科大学附属病院について

（監査の結果）

患者サービスの向上に努めながら、様々な

増収対策や経費の節減に取り組んでいるが、

経営の改善について、「附属病院経営改善推

進会議」を踏まえ、今後も引き続き、大学の

組織を挙げて取り組む必要があるもの

（措置の内容）

附属病院の経営改善については、従来から、

外来患者数の増加、病床利用率の向上、平均

在院日数の短縮、業務の委託化等の増収及び

経費削減に取り組むとともに、平成13年４月

に附属病院経営改善推進会議事務局を中心に

設置者とも協議しながら、一般会計からの繰

入金の削減に向け、新たな経営改善の取組に

ついて検討を進めている。

ｂ 府立病院について

（監査の結果）

病院経営の健全化に向けた取組を一層強化

するとともに、特に洛東病院の今後の在り方

について、引き続き幅広い角度から検討する

必要があるもの

（措置の内容）

府立病院の果たすべき役割やそのあり方に

ついて幅広い見地から提言を受けるため、各

界の有識者に参画いただき「府立病院あり方

検討委員会」を設置した。委員会選任の調査

委員が現地調査を行う等精力的に検討を進め

ている。

洛東病院については、病床過剰地域にあっ

て患者数が急減していること、洛東病院が担

ってきたリハビリ医療を取り巻く状況が変化

していること等から、平成16年度に外部有識

者の調査・検討の結果を踏まえ、平成16年度

末に廃止することとした。

イ 財務に関する事務について
�ア 府税未収金の徴収について（総務部）

（監査の結果）

税収の確保及び納税の公平、公正の観点から

も、収入未済額の縮減に一層努力する必要があ

るもの

（措置の内容）

公平・公正な納税秩序維持のため、課税部門

では課税客体の捕捉等の徹底、徴収部門では平

成16年度よりコンビニ納税を導入し、納税者利

便の向上を図る一方、悪質な滞納者に対しては

厳正かつ的確な滞納処分を執行するなど、税収

確保、収入未済額の縮減に向けて全力で取り組

んでいる。

なお、収入未済額は、平成15年度決算では89

億円となり、過去最大であった平成８年度の

206億円からは117億円圧縮しており、大幅な収

入未済額の縮減を図った。
�イ 償還未収金の回収について（保健福祉部、商

工部、農林水産部、土木建築部）

ａ 母子及び寡婦福祉資金等について

（監査の結果）

母子及び寡婦福祉資金の貸付け時における

適正な審査及び償還金の効果的な償還指導

や、児童扶養手当の審査要件の徹底及び過払

返還金の回収に、なお一層努力する必要があ

るもの

（措置の内容）

母子及び寡婦福祉資金については、効果的

な償還指導対策として平成16年２月に滞納者

世帯への夜間訪問を中心とする府内一斉償還

強化月間を実施した。

また、新たな未収金発生防止対策として、

貸付時における償還を考慮した指導、返済義

務の意識付けの徹底指導を行うとともに、初

回未収金発生時の敏速な初期対応を図った。

また、児童扶養手当については、町村を通

じた受給者に対する各種届け出義務の指導・

徹底等行った。

ｂ 中小企業経営基盤強化資金について

（監査の結果）

中小企業経営基盤強化資金償還金の未収金

の、効果的かつ計画的な償還指導に、なお一

層努力する必要があるもの

（措置の内容）

長引く不況の影響により、府内企業の経営

状況が依然厳しい状況にある中で、貸付金の
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回収は一層困難になっているが、担保物件の

処分をはじめ、経営状況に応じた分割納付措

置、延滞先や連帯保証人へのきめ細かな督促

等を行った結果完済に至ったものもあるな

ど、未収金の早期回収を図った。

ｃ その他

（監査の結果）

看護師等修学資金貸付金、高等学校修学援

護費返還金等、心身障害者扶養共済制度掛金、

農業改良資金貸付金及び府営住宅使用料の未

収金の回収について、更に努力する必要があ

るもの

（措置の内容）

看護師等修学資金貸付金、高等学校修学援

護費返還金等、心身障害者扶養共済制度掛金

の未収金については、貸付にあたり、制度の

趣旨や内容を充分説明するとともに、新たな

未収金が発生しないよう適正処理に努めてい

る。滞納者に対しても、納付書の一斉発送や、

訪問・文書・電話により返還指導を行うとと

もに、債務者の実情に応じた返済方法の提示

等の指導を行った。

また、農業改良資金貸付金については、平

成15年６月に債務者の実状に応じた分割納付

による返済等償還指導を行うとともに、平成

16年８月には早期回収に向け、１回当たりの

償還額の増額や繰上償還等の指導を行った。

なお、府営住宅使用料の未収金については、

日常的な徴収活動を強化するとともに、年４

回の滞納整理強調期間を設定し、集中的な滞

納整理を行うとともに、これまで６か月以上

の滞納者から実施していた法的措置を３か月

以上の滞納者から実施可能にする等、徴収確

保対策の強化に取り組んだ。また、平成15年

度から所管の土木事務所と本庁住宅課が一体

となって臨宅を行い、徴収確保に努めた。
�４ 重点調査項目（自動車等使用者の通勤手当の認定

について）（知事直轄組織）

要望事項

（監査の結果）

通勤手当の認定について、認定権者の事後の確認

を徹底すること。

また、通勤距離の認定について、計測結果におい

て正確性と同一方面から通勤する職員間の通勤距離

のバランス等が確保されうる合理的な計測方法によ

って統一的に通勤距離の測定を行い、適正な通勤手

当の認定を行うこと。

（措置の内容）

通勤手当の認定をはじめ、各種手当等の支給に当

たっては、職員の勤務状況や通勤等の実態を十分把

握するとともに、決裁過程等での複数の職員による

点検や事後確認の実施など、適正な事務処理の徹底

について、機会あるごとに所属に対して指導した。

２ 行政監査

業務委託について

要望事項
�１ 競争性の確保について

（監査の結果）

現在随意契約（単独見積り）の比率が高い業務に

ついて、より競争性が高められないか検討すること。

（措置の内容）

「公の施設等の管理・運営」については、平成15

年６月の地方自治法の一部改正により、公の施設の

管理について、地方公共団体の出資法人等に対する

管理の委託制度から、地方公共団体が民間事業者を

含む法人その他団体を「指定管理者」として指定し、

管理を代行させる「指定管理者制度」への転換が図

られたところであり、京都府における制度導入に向

けた検討を進めている。

「エレベーター、空調の保守・点検業務」につい

ては、安全性の確保と故障時における迅速、的確な

対応が不可欠であるが、これらを踏まえて、試験的

な意味合いも含めて部分的に競争入札の実施に向け

て準備している。

その他の業務についても、より競争性、透明性を

高めるべく、検討を進めている。
�２ 予定価格の積算について

（監査の結果）

積算にあたっては、その時点で最も適切なものと

なっているか適宜点検するとともに、出来るだけ具

体性のあるものにしていくこと。

また、電算業務などの高度な専門的知識を必要と

するものについては、府全体のシステムとして、情

報の共有化や人材の育成等について検討すること。

（措置の内容）

性質上可能な限り内訳を明示して具体的な積算と

するとともに、内容が確認できるような見積書を複

数業者から徴取するよう支出負担行為の協議、公所

検査などを通じて指導した。

電算業務については、高度な専門性ゆえ、必要な

知識の修得が必要であり、職員の民間派遣により人

材の育成に努めており、当該職員で対応できる範囲

で積算に係る指導を行った。
�３ 履行確認について

（監査の結果）

清掃業務について、各機関ごとに、履行確認をで

きるだけ効率よく適正に行うための方法を工夫して

いくこと。

（措置の内容）

清掃業務の履行確認については、各機関ごとに、

求められる清掃内容が適正に履行されているか、組

織の態様に応じて効率的に行うための方法を工夫し

ていくよう、公所検査、研修などを通じて指導した。
�４ 委託業務の見直しなどの検討について

（監査の結果）

委託事務の透明性、競争性をより高めていくため、
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機関として、必要な情報の提供に努めるとともに、

統一的な基準の整備などについて検討すること。

また、今後委託化を推進していくための統一的な

基準の整備などについても検討すること。

（措置の内容）

行政が直接担うべき業務と、サービスの質やコス

トの比較分析により効率性が拡大すると判断され、

公務の遂行上も支障が認められない業務との区分を

明確化した上で、民間委託を推進するための指針を

策定することを検討している。

なお、事務事業評価の対象事業については、自己

評価として、「民間等類似資源・サービスの状況」

「事業の経済性・効率性」等の観点から点検・評価

を行うとともに、当該事業の実施に当たっては、透

明性・競争性をより高めるため、競争入札による業

者選定を指導した。
�５ その他の事務について

（監査の結果）

予定価格調書が必要であるにもかかわらず、省略

されていたものがあるので、改善すること。

（措置の内容）

予定価格調書の作成については、支出負担行為の

協議、公所検査、研修などを通じて指導した。

（監査の結果）

契約書について不適切な事例が見受けられたの

で、改善すること。

また、「履行遅滞」「損害賠償」などの条項を入れ

た方が良いと思われるものが認められたので、検討

すること。

（措置の内容）

契約書の作成について、基準契約書を参考としな

がら、個別事例に即して適切な条項を加除するよう

支出負担行為の協議、公所検査などを通じて指導し

た。

（監査の結果）

委託事務を担当する庶務部門がスリム化される

中、委託事務の適正で効率的な事務処理が図れるよ

う、より一層、必要な情報の提供やわかりやすいマ

ニュアルの整備について検討すること。

（措置の内容）

委託事務の適正で効率的な事務処理が図れるよ

う、契約事務に係る研修の充実やマニュアルの整備

を検討している。

３ 財政的援助団体等監査

要望事項

ア （財）京都文化財団（京都府立文化芸術会館）

について（府民労働部）

（監査の結果）

平成14年度にリニューアルオープンした京都府

立文化芸術会館について、今後も改修の効果を生

かし、一層の利用拡大に努めるとともに効率的な

運営を図り、経営改善に努力を要するもの

（措置の内容）

ホームページの開設等広報の充実や他館と連携

した企画公演の開催など集客に努めるとともに、

個別空調システムや夜間の機械警備の導入等によ

り、物件費で平成15年度は平成12年度に比べ、約

200万円を節減するなど経費節減を図った。

今後とも、各種の行催事の誘致や新たな分野の

公演者へのＰＲ等を図りながら利用促進に努める

とともに、経費節減など効率的な運営を図り、経

営改善を図るよう団体を指導した。

イ （社）京都府青少年育成協会について（府民労

働部）

（監査の結果）

法人が管理する施設の利用拡大に努めるととも

に、効率的な運営の一層の推進を要するもの

（措置の内容）

利用拡大に向けての営業活動の推進や利用者

サービスの充実を図るとともに、固定経費の削減

など、今後とも効率的な運営に努めるよう団体を

指導した。

ウ （財）京都府民総合交流事業団について（府民

労働部）

（監査の結果）

法人が管理する施設の利用拡大に引き続き努め

るとともに効率的な運営を図り、経営改善により

一層の努力を要するもの

（措置の内容）

利用拡大に向けての営業活動の推進や固定経費

の削減など、収支両面から今後とも引き続き効率

的運営の検討を行い、経営の改善を図るよう団体

を指導した。

エ （株）舞鶴２１について（商工部）

（監査の結果）

法人が管理する施設の使用を増加させるととも

に経営改善を推進し、赤字経営からの脱却に向け

て、なお一層の努力を要するもの

（措置の内容）

経済団体の会報等広報媒体を通じて、駐車場完

備やＯＡフロア等法人が管理する「舞鶴２１ビル」

の優位性を活かした入居拡大・利用拡大に向けて

のＰＲ活動を強化するとともに、より一層の経費

削減を図り、経費の効率的な執行を行うよう団体

を指導した。

オ （財）丹後あじわいの郷について（農林水産部）

（監査の結果）

法人が管理する施設の利用拡大に努めるととも

に効率的な運営を図り、経営改善に一層の努力を

要するもの

（措置の内容）

公園の魅力を向上させるため、花、環境、文化

振興に関するイベントの実施や、また、経営の安

定化を図るため団体バスの立ち寄りなど、丹後地

域の観光との一体となった連携をさらに進め、経

営の改善を図るよう団体を指導した。
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カ （財）京都府水産振興事業団について（農林水

産部）

（監査の結果）

通勤手当の支給決定を誤っていた事例が認めら

れた、適正な事務処理に留意を要するもの

また、漁協経営基盤強化対策事業における今後

の課題について、関係機関と早急に協議・検討を

要するもの

（措置の内容）

平成14年度栽培漁業振興事業補助金の一部を返

還させるとともに、平成16年３月に給与事務の適

正な事務処理を徹底するよう団体を指導した。

また、漁協経営基盤強化対策事業における借入

については、一部繰上償還を平成15年度以降は行

わず、平成18年度以降の返済原資として繰越すこ

ととし、引き続き府債の償還期限以降の返済ス

キームの再検討を関係機関と行っていくこととし

た。

キ 京都府土地開発公社について（土木建築部）

（監査の結果）

用地補償の積算において留意を要する事例や時

間外勤務手当の支給漏れ等の事例が認められた、

適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

用地補償の積算については、土地評価等補償積

算の習熟及び複数でのチェック体制の強化につい

て、平成16年１月の業務担当者会議で徹底を図っ

た。支給されていない時間外手当については、速

やかに追給するとともに、制度の趣旨を踏まえて

適正な事務処理を徹底するよう、平成15年12月に

団体を指導した。

ク 京都府道路公社について（土木建築部）

（監査の結果）

通勤手当の認定額を誤っていた事例が認められ

た、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

通勤手当の認定に当たっては、申請のあった通

勤距離・通勤経路が最も経済的かつ合理的である

か一層の精査に努めるとともに、適正な事務処理

を徹底するよう、平成15年10月に団体を指導した。

なお、認定額の誤りについては、平成15年10月

に適正な認定を行い、対象者から過大支給分を返

納させた。

ケ （財）京都府公園公社について（土木建築部）

（監査の結果）

通勤手当の認定額を誤っていた事例が認められ

た、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

通勤手当の認定に当たっては、申請のあった通

勤距離・通勤経路が最も経済的かつ合理的である

か一層の精査に努めるとともに、適正な事務処理

を徹底するよう、平成16年３月に団体を指導した。

なお、認定額の誤りについては、平成16年３月

に適正な認定を行い、対象者から過大支給分を返

納させた。

コ （財）京都府体育協会について（教育委員会）

（監査の結果）

補助金の実績報告額と実支出額が相違している

事例のほか、会計処理に一部留意すべき点が認め

られた、適正な事務処理に留意を要するもの

（措置の内容）

会計処理に当たっては、組織内部での相互確認

を行うよう、平成16年４月に団体を指導するとと

もに、適正な事務処理に向けて、府教育委員会と

同協会が連携を密にするなど、事務処理の改善を

行った。

なお、補助金等の過不足分については、平成16

年３月に返還及び支出させた。

17年監査公表第５号

平成15年度並びに平成13年度、平成12年度及び平成11

年度の包括外部監査の結果に基づき講じた措置につい

て、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第

６項の規定により、京都府知事から通知があったので、

次のとおり公表する。

平成17年４月12日

京都府監査委員 林 田 洋

同 明 田 功

同 道 林 邦 彦

同 村 山 佳 也

平成15年度包括外部監査に基づき講じた措置状況

第１ 「京都府住宅供給公社」の現状と課題
�１ 賃貸住宅事業

（監査の結果）

堀川住宅の配水管の腐食は、応急的補修のみで適

切な補修がなされていない。

（措置の内容）

平成16年４月にこれまで応急補修していた腐食配

水管をすべて取り替えた。

（監査の結果）

日常の問題が発生する前に補修できる事前点検を

重視した維持管理体制が必要である。

（措置の内容）

外壁面のはく離落下等の危険を防止するため、平

成16年度から専門業者による定期点検を年１回行う

こととした。

（監査の結果）

耐震改善や対応策が決定されるまでの間、避難計

画や防災計画及び防災・避難対応訓練等、ソフト的
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な防災対策を早急に決定する必要がある。

（措置の内容）

所轄消防署と連携して、地元自治会に対し消防署

作成の防災パンフレットを配布するとともに、平成

15年11月に消火訓練を実施し消化器類を設置した。
�２ 不動産資産等

（監査の結果）

賃貸資産の土地について、平成13年度決算書と異

なる値となっており、測量時の修正による資産増加

が、備考欄に明記されていない。

（措置の内容）

決算書「事業資産明細」の記述について、平成15

年度決算時に修正した。

（監査の結果）

平成14年度の分譲住宅事業において、非事業用資

産が決算資料や資産明細に明らかになっていない。

（措置の内容）

公社保有資産を再点検し、平成15年度決算時に、

整理・記載した。

（監査の結果）

事業用資産の売れ残り分譲地、分譲住宅は早急な

適正処理（売却）が望まれる。

（措置の内容）

木津かぶと台（Ⅲ期）の分譲住宅は平成16年９月

に完売した。

第２ 「京都府下水道公社」の現状と課題
�１ 超過勤務手当の手続きについて

（監査の結果）

「時間外・休日勤務命令簿」は用務等の記述をよ

り明確にするとともに、事前命令欄には上席の管理

者が記入するよう、その運用方法を改める必要があ

る。

（措置の内容）

平成16年２月開催の全所長・課長会議で上司によ

る事前命令制や具体的に特定できる用務内容を記入

するよう徹底した。
�２ 長期修繕計画の樹立について

（監査の結果）

下水道設備の修繕時期の延期は、長期間を通じて

の総修繕コストの上昇を招くことになる可能性が高

いため、修繕計画を樹立し、それを実施していく必

要がある。

（措置の内容）

洛西・洛南・宮津湾の各浄化センターにおいて、

長期修繕計画の策定に向けた施設台帳の整備を実施

した。

第３ 「京都府立総合資料館」の現状と課題
�１ 単独随意契約について

（監査の結果）

館内複写サービスの単独随意契約は、京都府会計

規則及び地方自治法の規定に照らして可とする要件

を欠いている。

建物付属設備改修工事や機器保守業務の単独随意

契約が多いが、その根拠は正当とはいえない。

（措置の内容）

複写サービス業務は、平成16年10月から一般競争

入札による業務委託とした。

改修・保守業務についても、順次、見積り合わせ

等競争原理を取り入れた発注方法に改善した。
�２ 現金書留の収入事務について

（監査の結果）

現金書留による撮影料金の収受について、その宛

先が出納資格のない職員個人となっており、現金出

納簿等の出納記録が作成されていない。

（措置の内容）

現金書留の収入事務については、平成16年３月か

ら現金書留の送付先を総合資料館とし、庶務課経理

係（出納用務所管部所）で開封するとともに、撮影

申請が許可され、公金として確定するまでの間は、

庶務課において現金出納補助簿により管理すること

とした。
�３ 備品管理の実態について

（監査の結果）

美術品・工芸品を作者個人から購入する場合、外

部評価人の評価額で備品登録し、支払いを備品購入

費でなく報償費で処理するのは京都府会計規則に反

する。

また、美術品等は収蔵庫に保管されているが、

「総合資料館収蔵庫管理取扱要領」や「業務仕様書」

に基づく「入庫者記録簿」や「資料出納簿」が作成

されていない等、現物管理に問題が多い。

（措置の内容）

美術品等購入時の支払科目については、平成15年

11月から作者個人・販売業者等の別なく備品購入費

にするとともに、実際の支払額により備品登録を行

うこととした。

収蔵庫への入室等に際しては、平成16年４月から

「入庫者記録簿」や「資料出納簿」を作成・記載す

るとともに、美術品等の出納時には、管理業務を委

託している財団法人京都文化財団（京都文化博物館）

からも公文書の提出を求めることとした。
�４ 時間外勤務命令の状況について

（監査の結果）

「時間外・休日勤務命令簿」の記載については、

「時間外勤務等の事前命令手続きに関する要領」で

禁止されている自己記入や具体性を欠く用務記載が

多い。

（措置の内容）

「時間外・休日勤務命令簿」については、平成15

年11月から係長等が記載し、業務内容は具体的な用

務を記載するよう徹底した。

第４ 「京都府立体育館」の現状と課題

（監査の結果）

予定価格に対し著しく低い金額で落札した業者に

対して、業務履行の徹底した監督を行うとともに、

適切な履行がなされない場合、契約解除を視野にい
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れた検討を行う必要がある。

（措置の内容）

平成16年４月の契約締結時に、仕様書どおり履行

されない場合には契約解除もあり得るとの指導を行

うとともに、随時、業務状況の把握・点検を行い、

不履行がないよう指示及び履行確認を徹底した。

平成13年度包括外部監査に基づき講じた措置状況

第１ 「京都府営向日町競輪事業」の現状と課題
�１ 過重な臨時従事員の人件費負担

（監査の結果）

臨時従事員の人数は減少しているが、年功序列賃

金体系を基礎とする中で、勤続年数の長い臨時従事

員が相対的に多いため、賃金総額の減少は緩慢であ

り、離職餞別金を含めた人件費総額は必ずしも減少

していない。

また、人件費負担割合も昭和45年度と比較して、

機械化の進んだ平成12年度の方が高い。

（措置の内容）

平成16年４月から、年功序列賃金体系を廃止して

一律賃金とし、離職餞別金制度の見直しを行った。
�２ 送迎サービスの不備

（監査の結果）

送迎バスについて、往路はあるが復路の運行が実

施されていない。

（措置の内容）

平成15年度から送迎サービスの向上を図るため、

送迎バスの復路運行を実施した。

第２ 「京都府商工部所管の中小企業制度融資」の現状

と課題

１ 制度融資の貸出し実績
�１ 中小企業者の資金需要の低下

（監査の結果）

デフレ等による売上高の減少が、中小企業者の設

備投資意欲を阻害し、結果的に資金需要の低下をも

たらしている。

（措置の内容）

設備投資意欲を喚起するため、制度要件を大幅に

緩和した「経営活力資金」を平成15年４月に創設し

た。

また、平成15年１月に「あんしん借換融資」、平

成16年４月に「小規模企業おうえん融資」等の新た

な融資制度を創設し、資金需要の掘り起こしを行っ

た。
�２ 市中金利の低下

（監査の結果）

長期プライムレートが融資利率を下回る場合があ

り、融資制度のセールスポイントである低金利とい

う有利性を失っている。

（措置の内容）

平成16年４月に、融資利率の全体的な引き下げを

行い、中小企業の金利負担の軽減を図った。

�３ 保証協会の保証限度との関係

（監査の結果）

金融機関や京都市中小企業融資制度で保証付の融

資を受けた場合、一企業当たりの保証限度の関係で、

府の制度融資が利用できない場合がある。

（措置の内容）

「あんしん借換融資」の活用により、民間金融機

関の既往借入金の一般保証枠から別枠の保証枠への

借換を促進した。
�４ 制度内容のわかりにくさ

（監査の結果）

制度融資の種類は、多種多様なメニューが準備さ

れているが、そのことが、逆に申込に際して、どの

制度融資に該当するのか判断を迷わせている。

また、制度融資の名称は制度の施策内容のまま付

けられており、なじみにくい。

（措置の内容）

より分かりやすく利用しやすい制度となるよう制

度融資の抜本的な見直しを行い、平成15年度から平

成16年度までの２カ年で従来41あった資金を７資金

へ統合・再編するとともに、名称についても、ひら

がなを使う等なじみやすい名称とした。
�５ 担保価値の低下、保証人徴求の困難性

（監査の結果）

不動産価格の下落により担保価値は低下し、保証

人を得ることが困難になっている。

（措置の内容）

平成16年４月に、担保や保証人の提供が困難な小

規模企業者を支援するため、国の納税要件を問わず、

法人代表者も連帯保証人として徴求しない全国初の

無担保・無保証人制度として「小規模企業おうえん

融資」を創設した。

２ 府と金融機関、保証協会による重複した審査体制

（監査の結果）

府が調査を行った場合でも、金融機関、保証協会は

同様の調査等を実施しているため、融資に係る迅速性、

効率性を阻害している面がある。

また、制度融資に関する相談、融資斡旋、融資実行

までかなりの日数を要している。

（措置の内容）

平成16年４月に府の調査を全面的に廃止し、「あん

しん借換融資」と同様に金融機関の調査等を活用する

ことにより、融資の迅速性・利便性の向上を図った。

３ ペイオフの全面解禁に係る対応

（監査の結果）

預託金についても元本1,000万円とその利息を超え

る部分には保護措置はなくなり、自己責任による対応

が必要となる。

（措置の内容）

平成17年４月のペイオフ解禁後は、新たに全額保護

の対象とされた「決済用預金」を活用することとした。

４ 他の公的融資制度

（監査の結果）
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市町村・政府系金融機関にも中小企業者向けの融資

制度があり、京都市の制度は内容的に府とほとんど変

わらず、府と同様に行政が受付・斡旋している。また、

商工会・商工会議所では無担保・無保証人・低利の、

国民生活金融公庫の小企業者向け融資の推薦を行って

いる。

（措置の内容）

平成16年４月に制度融資の統合・再編を行い、「あ

んしん借換融資」と同様に一般的資金についても、京

都市と名称等も含め同一制度とし、受付も府・京都市

の各取扱金融機関に一本化した。また、商工会・商工

会議所を制度融資の相談窓口として引き続き活用し、

政府系金融機関との連携を図った。

５ 審査担当人材の育成

（監査の結果）

審査担当の人材の育成について、人事異動のため専

門家としての審査担当の人材育成には限界がある。

また、融資対象となった設備等の未設置や低額設置

を防止するための措置については、施設設置完了届出

書の提出が無いものが散見されるなど、現地確認等の

事後指導が徹底されていない。

（措置の内容）

平成16年４月に事務手続きの見直しを行い、制度融

資の審査に金融機関の専門性の活用を図った。

また、施設設置については、保証協会の保証を必須

とし、保険制度上も確認を義務づけることで、保証協

会や金融機関による事後指導の徹底を図った。

第３ 「京都府における試験研究機関」のうち、京都府

畜産技術センター（旧京都府畜産研究所）の現状と課

題及び京都府畜産技術センター碇高原牧場（旧京都府

碇高原総合牧場）の現状と課題

１ 京都府畜産技術センター（旧京都府畜産研究所）

（監査の結果）

市場価格平均より高く取り引きされているが、作出

は「京都ぽーく」は増加傾向にあるものの「京都肉」

「京地どり」は減少傾向にある。

（措置の内容）

京都肉研修会を開催し、「京都肉」の肉質向上と増

頭に取り組み、平成15年度の「京都肉」認定頭数は平

成13年度の約2.8倍の548頭となった。

２ 京都府畜産技術センター碇高原牧場（旧京都府碇高

原総合牧場）
�１ 予算及び決算の硬直化

（監査の結果）

支出に占める碇牧場費の割合及び人件費の割合が

共に逓増しており、予算及び決算の硬直化が著しく

進んでいる。

（措置の内容）

組織統合による業務見直し・効率化により、職員

数は平成15年度に25名から18名に、平成16年度には

16名に減員した。一方、家畜飼養頭数は現状維持と

し、優れた牛の生産に努めており、平成15年度の財

産収入は、前年度と比較して1.46倍に増加した。

�２ 畜産農家の減少及び後継者難

（監査の結果）

畜産農家戸数・頭羽数は、減少の一途をたどって

いる。また、後継者がいる畜産農家の割合は、全国

平均よりやや少ない。

（措置の内容）

後継者の育成に対応するため、「担い手育成プロ

ジェクトチーム」を発足させ取り組みを強化すると

ともに、平成15年度には和牛繁殖農家の後継者１名

に対して３か月間研修を実施した。
�３ 牧草生産量の減少

（監査の結果）

牧草の生産量はピーク時の５～６割程度に止まっ

ており、自足率は横ばい若しくは低落傾向にある。

（措置の内容）

計画的に草地整備・更新を行い、牧草生産量は平

成14年度と比較して平成15年度は1.24倍、平成16年

度は1.55倍と大幅に増加した。
�４ 使用設備の老朽化

（監査の結果）

碇高原で使用されている機械類は、老朽化が著し

い。

（措置の内容）

良質な堆肥生産を行うため、平成15年度に家畜排

せつ物処理施設を新増設した。
�５ 碇牧場の牛の供給機関としての役割

（監査の結果）

生産子牛の出荷は府内農家に貢献しているが、子

取り用雌牛の供給が少ない。

（措置の内容）

和牛改良の推進と生産者意欲の向上を図るため、

平成15年度は妊娠牛の譲渡を６頭（前年比300％）

とするとともに、乳用牛の育成頭数を33頭（前年比

118％）とし、公共育成牧場機能の充実を図った。
�６ 国や他府県の試験研究機関との関係

（監査の結果）

国の試験研究機関や大学、他の地方公共団体の試

験研究機関等が、それぞれ独自にあるいは連携しな

がら、畜産に関し各地方の特殊性を生かした試験研

究を行っている。

（措置の内容）

「有機亜鉛の飼料中への添加が肉質に及ぼす影響」

（平成15年度）、及び「放牧を組み入れた和牛去勢

肥育牛の自給飼料活用型肥育技術」（平成16年度）

について、京都大学大学院農学研究科と岐阜県畜産

研究所等との共同研究を行った。

平成12年度包括外部監査に基づき講じた措置状況

第１ 「財団法人京都府民総合交流事業団」のうち、京

都勤労者総合福祉センター（愛称「京都テルサ」）の

現状と課題及び京都勤労者研修センター（愛称「コミ

ュニティ嵯峨野」）の現状と課題
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１ 京都勤労者総合福祉センター（京都テルサ）
�１ 京都テルサとしてのアイデンティティーの欠如

（監査の結果）

多目的な事業を同一施設で行っているため、組織

運営、収益・コスト意識が中途半端となっている。

（措置の内容）

広範な府民の総合交流拠点として、一層利用しや

すく、分かりやすい施設となるよう、平成16年４月

からホームページをリニューアルした。
�２ 実際有効面積の狭あいさ

（監査の結果）

建物全体の全実効床面積のうち、行政サービスス

ペースが10％、共有スペースが37％を占めるため、

事業活動対象が50％余りにすぎず、経営改善制約の

要因となっている。

（措置の内容）

平成15年４月から会議室等の転用により青少年育

成協会の入居を図るなど、スペースの見直し、活用

を行った。
�３ 貸館における管理運営の複雑さ

（監査の結果）

各施設の会議室の収入は事業団の別会計又は別団

体に帰属するが、経費の大部分はテルサが負担する

といった複雑さ、料金体系の不統一が非効率な管理

の要因となっている。

（措置の内容）

平成14年６月から女性総合センターの貸館業務

は、テルサで一元管理を行い、管理運営の複雑さを

解消した。
�４ 施設設置目的と利用実態のかい離

（監査の結果）

勤労者の福祉充実という設置目的と利用実態（学

会、学校関係利用、家族利用の多さ等）とのかい離

に対する基本姿勢が問われている。

（措置の内容）

平成14年度及び15年度においては、パソコンソフ

ト技能資格認定制度対策講座の開催など、勤労者の

ニーズを踏まえたパソコン教室の充実を図った。ま

た、平成15年８月からは若年者就業支援センターが

入居し、勤労者向けの施策を積極的に実施した。
�５ コンサルタントの報告書の検討・実効不足

（監査の結果）

平成９年度及び10年度の経営コンサルタントによ

る経営診断の結果がその後の経営改善に活用されて

いない。

（措置の内容）

経営診断結果を受けて、会議室の転用などスペー

スの再編を検討した結果、平成15年度に青少年育成

協会、若年者就業支援センターが入居し、低利用の

会議室を有効活用した。
�６ その他各部門における問題点・課題

（監査の結果）

貸館事業のうち会議室・カルチャー室の利用が平

成11年度で26％と低調で、低利用率の原因について

検討がされていない。

（措置の内容）

パソコン教室の充実や利用者ニーズに応じた見直

し等を行い、会議室等利用率は平成11年度の26％か

ら平成16年10月現在で36％に向上した。

（監査の結果）

フィットネス事業は、会員の増強と維持・確保

（いかに退会率を低く押さえるか）という点が課題

となっている。

（措置の内容）

平成15年10月からスタジオ・トレーニングジムを

増設するなど、魅力あるクラブ運営に努めた結果、

平成16年10月現在の個人会員数は3,244人（平成11

年度実績2,797人）で、過去最高となった。

２ 京都勤労者研修センター（コミュニティ嵯峨野）

（監査の結果）

「勤労者の研修・会議等の場の提供及び余暇の活用

に関する事業を行うことにより、勤労意欲の高揚と勤

労者福祉の向上を図る」という設置趣旨と実態がかい

離している。

（措置の内容）

勤労者の利用が低下し、設置趣旨と実態がかい離し

てきたため、平成14年度をもって府施設としては廃止

し、平成15年４月に社会福祉法人全国手話研修セン

ターに施設を譲渡した。

第２ 「財団法人京都文化財団」のうち、京都文化博物

館の現状と課題
�１ 埋蔵文化財調査受託収入

（監査の結果）

埋蔵文化財調査受託収入は、平成７年度の142百

万円から平成11年度は０と大幅な減少である。

（措置の内容）

「京都府・市埋蔵文化財調査センター」をはじめ

とする関係行政機関と連絡を密にしたほか、民需に

よる事業情報の収集にも努め、平成14年度は、

59,558千円、平成15年度は、14,611千円の受託実績

となった。
�２ 出向職員数

（監査の結果）

出向職員数はほぼ横ばいである。

（措置の内容）

平成16年度から財団の組織を再編し、広報営業推

進機能等を強化するとともに、府からの派遣職員を

８人から７人へと見直しを行った。
�３ 委託費

（監査の結果）

案内・駐車場管理、警備、清掃に係る委託費が大

きい。

（措置の内容）

平成15年度までに、更なる経費節減のため、事務・

業務管理部門を中心にメンテナンス仕様（清掃回数）

の見直し等を行い、平成12年度に比べ約19百万円の
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経費削減を図った。

第３ 「財団法人京都府公園公社」の現状と課題
�１ 高年齢な職員と多額な人件費

（監査の結果）

高年齢な職員の占める割合が高く、結果として多

額な人件費が必要となっている。

（措置の内容）

さらに効率的な公園管理を図るため、平成16年度

は３名の人員を削減したほか、非常勤嘱託を臨時職

員へ２名振り替えた。
�２ 今後増加が確実視されている公園施設の修繕費対

策の欠如

（監査の結果）

公園施設について、開園以来の老朽化が激しく、

公園各所の大規模な修繕費への対策が欠如してい

る。

（措置の内容）

計画的な大規模修繕を進めるため、平成15年度に

山城総合運動公園の公園管理台帳を整備した。

第４ 「社団法人京都府森と緑の公社」の現状と課題
�１ 財政面からの事業計画の検討

（監査の結果）

造林計画面積を現計画どおりに6,000haとするの

か、4,800haに縮小するのかにより、財政面に与え

る影響は大きく異なるものである。

（措置の内容）

今後の累積債務の増大を考慮して平成14年度に全

体計画を6,000��から4,800��に縮小した。さらに、

平成16年度に4,715��まで縮小し、新規植栽を終了

した。
�２ 京都府の将来債務負担（金利）の増加

（監査の結果）

事業資金の大半を借入金でまかなう現行の経営で

は金利が累積的に増加するため、府の財政にも大き

な影響を及ぼすと考えられる。

（措置の内容）

公庫借入金については、償還金の圧縮に努めるた

め、借換資金である施業転換資金や無利子資金の森

林整備活性化資金を活用して低金利資金に借換をし

てきており、平成15年度には6,500万円の借換えを

行い、6,800万円の利子軽減を図ったほか、平成16

年度には6,700万円の借換えを行い、7,700万円の利

子軽減を図った。

平成11年度包括外部監査に基づき講じた措置状況

第１ 「府立洛東病院、府立洛南病院、府立与謝の海病

院と府立医科大学附属病院」の現状と課題

１ 府立３病院
�１ 経営体制

（監査の結果）

府立３病院は、民間病院等と機能を分担し、診療

科目、規模等の見直しを行い、特化された中での中

核病院としての位置を明確にする必要があり、ＰＦ

Ｉの導入を含め、公的関与の在り方の検討が望まれ

る。

（措置の内容）

洛東病院については、平成16年９月の「府立病院

あり方検討委員会意見書」や「平成16年度包括外部

監査提言」を踏まえ、検討した結果、平成16年12月

府議会定例会において「京都府病院事業の設置等に

関する条例の一部を改正する条例」が議決され、平

成17年２月に規則を制定し、平成17年３月末に廃止

することとした。
�２ 医薬品及び診療材料

（監査の結果）

医薬品使用効率を向上させるべきである。同種同

効薬品については、できるだけ一本化して在庫アイ

テム数を削減するとともに、院外処方箋の発行を推

進するなど、総合的な在庫圧縮方策を講ずることが

望まれる。

（措置の内容）

与謝の海病院において、平成14年度から院外処方

を促進し、平成15年度の院外処方箋発行率は99.9％

に達し、在庫の圧縮を図った。
�３ 職員数と給与費

ア 医業収益との比較

（監査の結果）

医業収益に占める職員給与費の割合並びに労働

生産性の観点から、職員給与の額は医業収益に対

して過大である。

（措置の内容）

与謝の海病院において、平成16年度から一般病

床36床の増床を行い医業収益の確保を図った。ま

た、外来クラーク、中央材料室業務の委託化を進

めた。

イ 職員数の状況

（監査の結果）

看護師を含む職員数について検討を加える必要

がある。職員数と患者数のバランスがとれておら

ず、患者数からみて職員数が多いのではないかと

考えられる。

（措置の内容）

洛南病院においては、平成13年度に洗濯業務の

一部非常勤化、平成14年度に営繕業務の一部非常

勤化、精神科救急受け入れに係る病棟再編により

職員定数の見直しを実施した。

与謝の海病院においては、平成16年度から外来

クラーク、中央材料室業務、看護補助業務（一部）

の委託化を行った。

２ 府立医科大学附属病院
�１ 経営改善計画への取組みと大学構成員の意識の問

題

（監査の結果）

附属病院の「財政危機」についてすべての教職員

に対する周知徹底が必要である。
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（措置の内容）

学内誌や研修等を通じて繰り返し経営改善の必要

性や府の財政危機の状況について周知を図った。ま

た、臨床部長会や診療科長・主任会議等において毎

月診療実績等を詳細に報告し、積極的な意識改革の

取組を行った。

（監査の結果）

提言の実行を指導・監視する体制の整備が必要で

ある。

（措置の内容）

病院の管理体制を強化するため、平成14年６月に

病院長補佐の職（２名）を設置し、病院長、病院長

補佐、事務部長、看護部長等を構成員とする病院管

理運営会議を設置した。
�２ 収益の拡大について

（監査の結果）

ＣＴ等の内部検査、NICUの基準の取得の実行、給

食選択メニューの導入、玄関ロビーの整備等の施策

を着実に実行することが期待される。

（措置の内容）

平成13年度には外来診療棟の玄関ロビーの改修を

行うとともに、外来再来受付機を設置した。

また、平成14年度にＣＴ（コンピューター断層撮

影装置）を更新し、平成15年度にＭＲ（磁気共鳴診

断装置）を増設することによって検査能力の向上を

図るとともに、平成15年度にNICUの新生児特定集中

治療室管理料算定対象ベットを増床（３床→６床）

するための施設改修を行った。

さらに、給食におけるサイクルメニューを平成14

年度から実施するとともに、平成15年度から特定給

食施設の認定を受けた。

（監査の結果）

平均在院日数29日の目標が達成できるよう一層の

努力が要請される。

（措置の内容）

クリティカル・パス（標準治療計画）の作成促進

や長期入院患者の退院援助等に取り組んだ結果、平

均在院日数は、平成14年度に初めて30日を下回り、

平成15年度は24日まで短縮した。

（監査の結果）

手術室の稼働率の向上も課題である。

（措置の内容）

手術枠の各科への配分を利用実績に応じたものと

することにより、空き枠利用の徹底に努めた結果、

平成15年度の年間手術件数は5,000件を超えた。（平

成12年度4,591件→平成15年度5,546件）

（監査の結果）

診療報酬の請求漏れの防止のためのチェック体制

や監視体制の強化する必要がある。

（措置の内容）

専門職員の雇用や委託により、平成14年度から中

央手術部での手術伝票等の点検を行ったほか、平成

15年度から病棟でのカルテとオーダ画面の照合な

ど、請求漏れ防止のための体制を強化した。

（監査の結果）

長期入院患者のために再入院できるシステムや、

京都市内の在宅看護支援センター等と協力するシス

テムの構築が必要である。

（措置の内容）

平成14年９月に地域医療連携室を設置し、看護師

やメディカル・ソーシャル・ワーカーの連携により

長期入院患者の退院援助や転院先病院等の新規開拓

に取組んだ。

（監査の結果）

特定機能病院としての入院患者のあり方の検討が

必要である。

（措置の内容）

急性期医療を担う特定機能病院として、入院日数

の短縮化（平成12年度33.3日→平成15年度24.0日）

を図るとともに、回復期リハビリテーション病院の

紹介など入院患者の退院援助を行った。

（監査の結果）

オーダリング・システムの着実な導入

（措置の内容）

平成13年度中に入院、外来とも導入し、全面稼働

した。

（監査の結果）

診療報酬の査定減の縮小のための専門職の導入

（措置の内容）

平成12年度から専門の非常勤嘱託２名を配置し、

査定率の縮減（平成12年度0.45％→平成15年度0.17

％）に実績を上げた。

（監査の結果）

病院内外に対する広報・宣伝活動の強化

（措置の内容）

平成14年９月に地域医療連携室を立ち上げ、他病

院等からの紹介患者の拡大を図るため、専門外来等

を紹介したリーフレットや外来担当医師表を関係病

院等に配布した。

また、平成14年５月に病院ホームページを開設し、

広報・宣伝活動の強化を図った。
�３ 費用の削減について

（監査の結果）

看護師の「調整数」の利用において、非常勤やパー

ト等を活用することも検討する必要がある。

（措置の内容）

育児休業期間の延長により欠員職員数が増えてい

る中で、平成14年度から臨時的任用制度を一部導入

し、職員の削減を進めるとともに人件費の抑制を図

った。

（監査の結果）

院外処方箋発行率35％程度の達成が期待される。

（措置の内容）

平成14年９月から全診療科で「院外処方を原則と

する」取組を実施し、平成13年度に32.9％であった

院外処方箋発行率を平成14年度には60％、平成15年
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月額購読料 2,790円

度は82.3％に高めた。

（監査の結果）

光熱費等経費の節減と業務の外部委託の推進が必

要である。

（措置の内容）

平成12年度の診療報酬請求業務の委託に続き、さ

らに業務を再点検し、平成15年度には収入の窓口事

務や証明事務などを委託して職員を３名減員したほ

か、平成16年度には入院事務などを委託して職員を

１名減員した。

（監査の結果）

助手、事務職員、技術職員、技能・労務職員の適

正人員の検討。

（措置の内容）

「京都府新しい行政推進大綱（第二次）」におけ

る計画期間（平成11年度～平成15年度）の５年間で、

収納事務の委託や看護体制の見直し等により、大学

全体で100名以上の定数削減を行った。
�４ 関連する諸問題

（監査の結果）

結核病棟の方向性については京都府の医療全体計

画と連携させる。

（措置の内容）

結核病棟について、平成12年度に、合併症を持つ

結核患者が症状に合った治療を行えるよう「感染対

応病室」を一般病床の個室に10室整備した。

また、平成15年度には、ＳＡＲＳ対策に係る緊急

措置として、結核病棟の改修を行い、ＳＡＲＳ患者

の受入ができる専用病室を５室整備した。

（監査の結果）

附属病院と京都市立病院との連携や協力のあり方

の検討

（措置の内容）

新医師臨床研修制度において、平成16年度から京

都市立病院を協力病院の１つとして、２年間の研修

を分担して行うこととした。




